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い国と日本の人件費との比較で日本の人件費の方が高いという給与較差はあり得ない」と
して注意指摘を行われた事例はかなり多いと聞いている。
４．海外赴任者の待遇に対する移転価格問題による社会問題の解決に向けて
　この小稿では日本から海外への出向者の待遇（人件費）について，ドイツにおける日系
企業に対するドイツ税務当局の対応の変遷とそれに対する日本の税務当局の対応を見てき
た。ここで明らかになったことは，ドイツの2001年11月に出された駐在員派遣通達では「派
遣は誰の利益のためか」および「通常の善良な経営責任者であれば負担するであろう人件
費」というアプローチであるのに対して，日本の税務当局の考え方は「労働は誰のために
行われているか」を基本的判断根拠とし，その例外として出向社員に対しては出向元法人
との雇用契約による待遇と出向先の待遇との較差については日本の出向元法人が負担して
も損金算入できるとしながらも，負担できる較差についての明確な基準を示さず，ケース
バイケースで対応してきているということが明らかになった。
　このように二国の税務当局のよって立つ原則や具体的な事例にあたっての対応に差があ
れば，納税者にとっての二重課税のリスクが極めて高くなる。ドイツの2001年の駐在員派
遣通達の3.5では，「（派遣元企業と受入企業との間の：筆者注）費用分担比率は，納税義
務者側の申請により、将来の事業年度にも適用され得る。これが適正かどうか、一定の間
隔を置いて検討が加えられ、重要な状況の変化があった場合には、速やかに修正されなけ
ればならない。この適用に際しては、外国の税務当局との調整がなされるべきであろう。」
と二国間のAPA（事前確認制度）での解決を示唆する規定もある。いずれかの国の税務
調査により更正を受けた場合は，日独租税条約第25条による事後的な二国間の相互協議に
持ち込むことも法的には可能である。
　実務的には，特に日本の税務調査においては，出向者の給与較差補てんおよび留守宅手
当の日本の出向元での損金算入性についての明確な更正が行われることは少なく注意指摘
に止まることが多いのだが，この注意指摘に従って日本の出向元の人件費の負担を少なく
し海外の出向先での負担を多くする努力をしてきた企業が次には海外の出向先での出向社
員の人件費の税務否認を受け，これらの問題解決のために出向社員の待遇を低下させると
いうことが起こってきた訳である。もちろん，1990年代前半のバブル崩壊による日本企業
の活力の低下により，海外への出向社員の人件費を削減しなければ海外の子会社だけでな
く日本の親会社の利益を確保できなくなったという事情も重なったことは否めない。ただ，
この小稿で問題としたい点は，冒頭でも指摘したように，日本の企業への新入社員の海外
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赴任希望者の激減が社会問題とされている現在，企業としては若い従業員の海外赴任に大
きなインセンティブを与えなければならなくなっている状況に税務面からサポートするた
めにも，海外赴任者に対する待遇の向上のために日本の出向元法人が負担する人件費の損
金算入性を寛大に認める方向を打ち出すべきと考える。このためには特に法令の変更や納
税者だけでなく税務当局もその労力を必要とするAPAや相互協議は必要なく，現行の法
人税法基本通達9−2−47の柔軟な運用だけで可能と考えるものである。
（137）
